
09. 国家レジリエンス（防災・減災）の強化
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関係府省：内閣官房、内閣府、警察庁、総務省、消防庁、文科省、厚労省、農水省、経産省、国交省、気象庁、海上保安庁、環境省
※本研究開発計画については、現在プログラムディレクターにおいて検討中のものです。

国家レジリエンス（防災・減災）を強化するため、以下の２つの統合
システムの研究開発を行う。
①避難・緊急活動支援統合システム
・ビッグデータを活用した災害時の社会動態把握や、衛星等を活用
した被害状況の観測・分析・解析を、政府の防災活動に資するよ
う発災後2時間以内に迅速に行える技術
・スーパー台風、線状降水帯について、広域応急対応や避難行動
等に活用できるよう、必要なリードタイムや確からしさを確保して予
測する技術
②市町村災害対応統合システム
・短時間でビッグデータを解析し、避難対象エリアの指定や避難勧
告・指示を行うタイミングの判断に必要な情報を自動抽出する情
報処理技術

研究開発内容

目指す姿

達成に向けて

大規模地震・火山災害や気候変動により激甚化する風水害に対し、市町村の対応力の強化、国民一人ひとりの命を守る避難、広域経済活動の早期復旧を
実現するために、南海トラフ地震等の防災に関する政府計画を実施する必要がある。そこで、本SIPでは、衛星・AI・ビッグデータ等を利用する国家レジリエンス
強化の新技術を研究開発し、政府と市町村に実装することにより、政府目標達成に資するとともに、災害時のSociety 5.0の実現を目指し、SDGsに貢献。

概要

防災に関する政府計画（例えば、南海トラフ地震で想定される死者33万人超の被害を、概ね8割以上削減）の実施に必要となる主要な研究開発項目の全
てについて、実用に供し得るレベルの研究開発を完了し、社会実装の目処を付ける。具体的には、本SIPで対象とする２つの統合システムについて、最先端技
術を取り入れた研究開発を行い、国及び異なるタイプの複数の自治体で実用化する。

目標

・「避難・緊急活動支援統合システム」は、各省庁等が災害対応の充実を図るためそれぞれ
のシステムを運用するとともに、政府としての応急活動等に必要なものについて、関係機関と
連携しつつ、内閣府が運用する。
・「市町村災害対応統合システム」は、既存システムの更新時期に併せて導入を促進する。

出口戦略
・確実に避難ができるようになることで、逃げ遅れによる死者ゼロ
を目指す。
・広域経済を早期に復旧することで、被災者がいち早く通常の
生活に戻ることができる社会を実現する。

社会経済インパクト
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